
は じ め に

2014年6月に公布された「労働安全衛生法の
一部を改正する法律」により，2015年12月か

ら従業員数50人以上の事業場において「心理的
な負担の程度を把握するための検査（いわゆる，
ストレスチェック）」の実施が義務づけられるこ
ととなった．ストレスチェック制度の導入は，
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抄 録
職場のストレスやハラスメント，自殺などの問題が取り上げられる中，「労働安全衛生法の一部を改

正する法律」により，2015年12月から，ストレスチェックの実施が事業者に対して義務付けられるこ
ととなった．メンタルヘルス対策の実施を全国に広めるきっかけとなる法改正への期待は大きいが，そ
の一方で，専門家の不足や効果のある対策についての知見不足等，課題も残る．形だけの対策とならな
いようにするためにも，好事例の収集や知見の蓄積など，今後の展開に期待したい．

キーワード：産業精神保健，メンタルヘルス対策，ストレスチェック制度．

Abstract
Inrecentyears,whilesuchissuesasstressintheworkplace,harassment,andsuicideisemphasized,

ministerialordinances,publicnotices,andguidelinesprovidingoperationalproceduresof“StressCheck
System”basedontherevisedindustrialsafetyandhealthactareannounced.Withtheabove-mentioned
amendmentoflaw,itishopedthatallofthemenandwomenwhoareworkinginJapancanreceivethe
mentalhealthcareforworker. However,lackofexperiencedexpertiseisasignificantchallenge.
Moreover,anappropriateandeffectivewaytooperate“StressCheckSystem”isnotapparent.Iam
lookingforwardtofuturedevelopmentofthis“StressCheckSystem”bycollectinggoodpracticeand
observations.

KeyWords:Industrial&OccupationalMentalHealth,MentalHealthCareforWorker,StressCheck
System.



職場のメンタルヘルスに関わる検査の実施を法
的に義務付ける世界初の試みでもあり，企業の
産業保健スタッフ（産業医，保健師，衛生管理
者等），人事労務担当者，精神科医等，様々な領
域で注目が集められている．
本稿では，産業領域におけるメンタルヘルス

対策の現状と今後の展望について，以下，考察
したい．

職場のストレス

厚生労働省が5年ごとに実施する労働者健康
状況調査によると，「仕事や職業生活に関して
強い不安や悩み，ストレスを感じる労働者の割
合」は，平成9年の64.4％をピークに6割前後
の値を示している（図1）１）．平成9年といえば，
山一証券をはじめとした大手金融機関が破綻し
た年でもあり，共働き世帯数が片働き世帯数を
上回るなど２），日本経済的にも大きな変化の
あった年といえる．また，翌年には国内の自殺
者数が3万人を超え３），職場のストレスや気分障
害等のメンタルヘルスの問題が社会的にも注目
されるようになった．その後，女性の社会進出

が求められる中で，これまで男性において多く
見られた「ストレスを感じる労働者の割合」が，
平成24年度の調査では男女逆転する結果と
なった１）．なお，図2に示すように「強い不安，
悩み，ストレス」の内訳として最も高いのは「職
場の人間関係」である．特に，女性の約半数
（48.6％）はストレス要因の1つとしてこれをあ
げており，「仕事の量」「仕事の質」にあわせて，
職場内のコミュニケーションの重要性が示された１）．
このような状況の中，精神障害の労災補償状

況は，請求件数，認定件数ともに増加の一途を
たどっている．なかでも，「パワハラ」「セクハ
ラ」「マタハラ」という言葉に代表されるように，
職場におけるいじめや嫌がらせの問題は労災申
請事由のトップを占めるようになった４）．「静岡
労基署長（日研化学）事件（注釈1）」は，「パ
ワー・ハラスメント」と自殺との関連を認めた
代表的な例といえる．

職場のメンタルヘルス対策

我が国における職場のメンタルヘルス対策
は，昭和63年に厚生労働省が策定した「事業場
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図1 仕事や職業生活に対して，強い不安，悩み，ストレスがある労働者の割合
（厚生労働省「労働者健康状況調査」より作成）



における労働者の健康保持増進のための指針
（THP:TotalHealthPromotionPlan）」５）をきっか
けに広まりを見せた．同指針では，労働者の心
と身体の健康の保持増進を目的として，健康測

定の実施およびその結果に基づく運動指導，栄
養指導，保健指導，メンタルヘルスケアの実施
が事業者の努力義務とされた．この時，メンタ
ルヘルスケアの担い手として心理相談担当者が
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図2 仕事や職業性活に関する不安，悩み，ストレスの内容（平成24年）
（厚生労働省「労働者健康状況調査」より作成）

図3 精神障害の労災保償状況（厚生労働省「脳・心臓疾患と精神障害の労災補償状況」より作成）



配置され，産業医の指示のもとに相談対応を行
うなど，事業場内でのメンタルヘルスに関わる
取り組みが促進されることとなった．
また，平成12年には「事業場における労働者

の心の健康づくりのための指針」６）が公示され，
「心の健康づくり計画」の策定と「セルフケア」
「ラインケア」「事業場内産業保健スタッフによ
るケア」「事業場外資源によるケア」から成る4
つのケアが示された．この指針によって，メン
タルヘルス不調の一次予防を組織が主体となっ
て進めることの重要性が明確となった．その
後，同指針は「労働者の心の健康の保持増進の
ための指針（平成18年）」７）として引き継がれ，
労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第70
条の2第1項（健康の保持増進のための指針の
公表等）の規定に基づき，同法第69条第1項

（健康教育等）の措置の適切かつ有効な実施を図
るための定めとして，周知されることとなっ
た．①「心の健康づくり計画」および②「4つ

のケア」の詳細は以下の通りである（図5）．
1．心の健康づくり計画
心の健康づくりに関わる職場の実態と問題

点，具体的な解決方法等についてまとめたも
の．組織の体制づくり，個人情報の扱い，4つ
のケアの進め方等，中長期的な視点で計画立て
る．衛生委員会の審議を経て事業場ごとに作成
することが推奨される．
2．4つのケア
セルフケア：ストレスやメンタルヘルスにつ

いて正しい知識を得ることで，不調に対する早
めの対処につなげる．管理監督者を含めた全て
の者を対象とする．
ラインケア：管理監督者が主体となって，職

場環境（職場のストレス要因）の把握や改善を
行う．職場で発生する問題や部下の相談に対応
する中で，必要に応じて事業場内産業保健ス
タッフと連携し，不調の未然防止に携わる．職
場内に休職者がいる場合は，復帰に際した業務
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図4 自殺統計および各種法令・指針



配慮や面談の実施等の具体的支援を行う．
事業場内産業保健スタッフによるケア：心の

健康づくり計画の実施において中心的な役割を
果たす．メンタルヘルスケアに関する企画立
案，事業場外資源とのネットワーク形成や連絡
窓口対応，職場復帰における直接支援などを行
う．また，セルフケアやラインケアが効果的に
実施されるように関係者への支援を行う．産業
医や保健師，看護師，産業カウンセラー，心理
士，精神保健福祉士，衛生管理者，人事労務管
理スタッフなどが該当する．
事業場外資源によるケア：各種医療機関，相

談機関，専門機関，産業保健総合支援センター，
EAP（Employeeassistanceprogram）機関など
があげられる．専門的なサービスや支援を提供
する．近年は，休職者を対象としたリハビリ
テーション施設として「リワーク」の活用が広

がりをみせている．
なお，教育研修および職場環境改善の具体的

内容や実施手順については，エビデンスに基づ
く各種ガイドラインが作成されているので，そ
ちらを参照されたい８‐１０）．

職場のメンタルヘルスに関わる各種指針の公
表や法整備が進む中，平成27年12月より，年
1回のストレスチェックの実施が事業者に義務
付けられることとなった１１）．これにより，50人
以上の事業場であれば，企業のみならず，病院
や学校にいたるまで，あらゆる組織で法に則っ
た対応（心理的な負担の程度を把握するための
検査「ストレスチェック」と事後措置の実施）が
求められることになる（図6）．ストレスチェッ

労働安全衛生法の一部改正
（ストレスチェック制度）
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図5 メンタルヘルスケアの具体的進め方（労働者の心の健康の保持増進のための指針より）
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図6 ストレスチェックと面接指導の実施に係る流れ



ク制度は，メンタルヘルス不調の一次予防（未
然防止）を目的としており，セルフケア（スト
レスの気づきと対処）やラインケア（職場環境
改善）を支援する取り組みとして位置づけられ
る．「メンタルヘルスケアに取り組む事業所」が
平成24年時点で全体の47.2％と半数に満たな
かったことを考えると１），今回の法改正がこれ
まで実施してこなかった企業に対する取り組み
の後押しとなることが予想される．
検査項目は「①職場のストレス要因－②心身

の反応－③ストレス緩衝要因（ソーシャルサ
ポート）」の3側面を尋ねるもので，職業性スト
レス簡易調査票の使用が推奨されている．この
調査票は，全国の労働者約2万5千人のデータ
をもとに業種や職種別に標準化されており，全
国平均と比べた個人のストレス値を算出できる
特徴がある．また，性別や年代，所属部署など，
集団単位で分析することも可能で，職場環境の
改善ための資料としても使用できる１２）．57項目
版と23項目版（短縮版）があるが，後者であれ
ば5分程度で回答できる．

○職業性ストレス簡易調査票短縮版（23項目）１２）

1．職場のストレス要因（4件法「1＝そうだ」
～「4＝ちがう」）
・「仕事の量」について（3項目）：「非常にた
くさんの仕事をしなければならない」「時間
内に仕事が処理しきれない」「一生懸命働か
なければならない」

・「仕事の質」について（3項目）：「かなり注
意を集中する必要がある」「高度の知識や技
術が必要なむずかしい仕事だ」「勤務時間中
はいつも仕事のことを考えていなければな
らない」

2．心身の反応（11項目，4件法「1＝ほとん
どなかった」～「4＝ほとんどいつもあった」）
・疲労感：「ひどく疲れた」「へとへとだ」「だ
るい」

・不安感：「気がはりつめている」「不安だ」
「落ち着かない」
・抑うつ：「ゆううつだ」「何をするのも面倒
だ」「気分が晴れない」

・食欲：「食欲がない」
・睡眠：「眠れない」
3．ストレス緩衝要因（6項目，4件法「1＝非
常に」～「4＝全くない」））
・ソーシャルサポート：（上司，同僚それぞれ
に対して）「どのくらい気軽に話ができます
か？」「あなたが困った時，次の人たちはど
のくらい頼りになりますか？」「あなたの個
人的な問題を相談したら，次の人たちはど
のくらいきいてくれますか？」

ストレスチェックを受検した者で，ストレス
値が高いと判定された場合は，本人の希望によ
り医師による面談指導を受けることができる．
このとき，高ストレス者を判別する基準は，衛
生委員会にて事前に審議しておく必要がある．
これまでストレスチェックを実施したことのな
い事業所においては，専門性の高い判断が求め
られることになる．このように，今回の法改正
はメンタルヘルス不調の一次予防を組織が主体
となって進めていくきっかけとして機能してい
るが，いくつか課題も残る．
第一に，メンタルヘルスケアに初めて取り組

む事業場にとって，ストレスチェックの実施手
順や結果の扱いを検討することは，ややハード
ルの高い試みと言える．事業場規模1000人以
上の場合，ストレスチェックの実施経験がある
事業場は全体の約60％であり，50人から99人
の事業場では28.2％という結果が報告されてい
る１）．専門家のいない中小企業は手探り進めて
いかなければならない現状がある．京都府では
従業員数50人以上の事業所は民営のみでも
3004事業場と報告されている（平成24年度調
査）１３）．ストレスチェックの実施者となる医師

（産業医）はもちろんのこと，事後対応を担う専
門家の不足が予想される．現状では，産業保健
総合支援センターを始めとして各種健診機関や
EAP（Employeeassistanceprogram）機関，ス
トレスチェックサービスを提供する会社等，
様々な外部資源が対応をすすめている．なお，
平成26年12月1日には「一般社団法人日本精
神科産業医協会」が設立され，ストレスチェッ
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クへの対応とシステムの構築が検討されはじめ
たところである１４）．
第二に，高ストレス者の面談指導が実質的に

メンタルヘルス不調の予防として機能するかど
うかという点があげられる．ストレスチェック
の実施は事業者にとって義務であるが，受検者
に受検の義務はない．これは，高ストレス者の
面談についても言えることで，実施者は高スト
レス者に対して面接指導をうけるよう促すこと
はできるが，本人の同意がなければ不調のリス
クを知りながらも対処ができないことになる．
また，ストレスチェックについては，これまで
も「セルフケア」「ラインケア」の位置づけとし
て実施されているが，結果を返却するだけでは
ストレス低減に対して効果がないことが認めら
れている１５）．たとえ，法に則った仕組みを導入
しても，効果的な対策につながらない場合は，
費用やマンパワーを消費するだけで実質的な改
善に結びつかない可能性が危惧される．この制
度を如何に運用して活かしていくかは，今後の
重要な論点になってくると思われる．

お わ り に

職場のストレスやハラスメント，自殺などの

問題が取り上げられる一方で，個人や組織の活
性化をキーワードとした取り組みも徐々に広ま
りを見せてきている．今回のストレスチェック
制度においても，1次予防の観点が強調されて
いる点では，不調者対応のみに終わらないメン
タルヘルス対策として大きな一歩を踏み出した
といえる．また，厚生労働省が公示する「第12
次労働災害防止計画」１６）においては「平成29年
までにメンタルヘルス対策に取り組んでいる事
業場の割合を80％以上とする」という目標が掲
げられている．実りある対策の実施が広まるこ
とを期待したい．

（注釈1）当時MRとして勤務していた社員が，
上司による過剰なノルマ達成の強要を受けた
り，「給料泥棒」「存在が目障りだ」などの暴言
を繰り返し受たことでうつ病を発症し，自殺に
至った事例．上司によるパワー・ハラスメント
を部下の精神障害の発症および自殺の直接的原
因（業務起因性あり）と認めた初の事例．（東京
地裁 平成19年10月15日判決）
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